
令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 　活用事業の効果検証
（単位：円）

No. 事業名 事業概要 事業費
交付金充当

額
その他

（補助金等）
一般財源 事業開始日 事業完了日 実施内容 成果目標 成果 評価 担当課

1 裾野市不足額給付事業
物価高が続く中で低所得世帯への支援を行う
ことで、低所得の方々の生活を維持する。

108,184,283 108,184,283 0 0 R7.4.1 R7.12.22

R7.6.27　支給のお知らせ通知発送
R7.7.31　初回支払い日
R7.9.30 　申請受付期限
R7.11.5 　最終支払日

令和6年度に実施された所得税及び住民税の
定額減税（1人当たり40,000円の減税）におい
て、減税しきれなかった額（減税枠の余り）を補
填するため、対象世帯に対して令和7年7月ま
でに支給を開始する。

対象世帯に対して令和7年7月までに支給を開
始することができた。結果として、通知数4,713
人に対し、4,262人（90.40％）に給付を行った。
物価高騰対策としての低所得者支援及び定額
減税を補足する給付として、低所得者世帯を中
心とする市民生活の維持に寄与した。

◎ 総合福祉課

2
すその暮らし応援給付金事業
（R7補正）

食料等の物価高騰の影響が幅広い層に及ん
でいる現状を踏まえ、市民に対し現金を支給す
ることで、物価高騰の負担を軽減することを目
的とする。

179,650,000 179,650,000 0 0 R8.1.9 R8.7.31

R8.1.9　要綱の制定
R8.2.1　広報誌による周知
R8.2.27　プッシュ型による支給開始
R8.4.17　申請型による支給開始
R8.6.30　申請受付期間の終了
R8.7.31　事業期間の終了
※随時、広報無線や市公式ウェブサイト、SNS
による広報を実施

物価高騰による負担の軽減に寄与する迅速な
給付を行うため、令和8年1月から事業設計を
開始し、令和8年2月中に対象世帯に対しプッ
シュ型による1人当たり5,000円の給付を開始す
る。

令和8年2月中にプッシュ型による支給を開始、
また、令和8年3月中に申請型による申請受付
を開始、申請があった対象者から順次給付を
行うことができた。結果として、支給対象21,983
世帯の内、20,680世帯（94.07％）に対して1人
あたり5,000円の給付を行った。
物価高騰の影響を受ける市民生活を、幅広く
かつ迅速に支援するとした事業の目的を達成
し、市民生活の負担軽減に寄与した。

◎ 戦略推進課

3 学校給食費の負担軽減事業

物価高騰の影響を受け学校給食食材費の上
昇が長期化していることから、食材費の上昇分
を補うことで保護者負担を増やすことなく学校
給食を実施する。

19,049,482 19,049,482 0 0 R7.4.1 R8.3.31

小中学校の学校給食費の9%の交付金をR7.4
月からR8.3月までの給食賄材料費に充当し
た。
〇小学校：11,661,354円（上乗せ額1食あたり27
円）
〇中学校：7,388,128円（上乗せ額1食あたり32
円）
〇合計：19,049,482円

学校給食費の9％に相当する物価高騰分に交
付金を充当することで、学校給食費の値上げ、
給食内容の変更を実施することなく予定回数
（180回）実施する。

交付金の活用により、学校給食費の値上げ、
給食内容の変更を実施することなく予定回数を
実施することができた。
物価高による給食の質の低下が全国的な課題
となる中、当市においては生徒児童・保護者・
学校関係者から給食の質に対する意見が出る
ことはなく、保護者負担増の抑制、学校給食の
質の維持に寄与した。

◎
教育総務課
（給食センター）

4
保育所等給食費物価高騰対策
事業

物価高騰の影響を受けて上昇した食材料費を
市内の保育所等に補助し、保護者の負担軽
減、安定した給食の提供を支援する。

5,809,830 5,424,642 0 385,188 R7.4.1 R8.3.31

物価高騰に伴う給食費の上昇に係る費用（副
食費の8％）を市内の保育所等に補助した。
〇公立園4園：1,283,040円（賄材料費に充当）
〇私立園13園：4,526,790円
〇合計：5,809,830円

副食費の8％に相当する物価高騰分に交付金
を充当することで、市内の公立園4園、私立園
13園に対し保護者負担の増加を抑制する。

市内の公立園４園、私立園13園の給食費上昇
分（副食費の8％）に対し交付金を充当し、予定
回数を実施することができた。
保護者・保育所等関係者から保護者負担や給
食の質に対する意見が出ることはなく、保護者
負担増の抑制、給食の質の維持に寄与した。

◎ 幼稚園・保育園課

5
くらし安心・すそのん燃料券・タク
シー券配布事業 （R6補正）

44,081,502 44,081,000 0 502 R7.7.31 R8.2.25

6
くらし安心・すそのん燃料券・タク
シー券配布事業 （R7予備）

13,642,000 13,642,000 0 0 R7.7.31 R8.2.25

7
学校施設等光熱費価格高騰対
策事業

光熱費等の物価高騰により、学校施設で過度
な節電対策による過大な負担が児童生徒に生
じないよう、交付金を充当し学校施設の安定し
た運営を図る。

18,959,017 17,481,876 0 1,477,141 R7.4.1 R8.3.31

小中学校施設の令和7年4月から令和8年3月
の光熱費高騰分に交付金を充当した。
〇小学校：13,546,313円
〇中学校：5,412,704円
〇合計：18,959,017円

小中学校施設の令和7年4月から令和8年3月
の光熱費高騰分に交付金を充当することによ
り、過度な節電対策による影響のない学校運
営を市内全小中学校（13校）で実施する。

小中学校施設の令和7年4月から令和8年3月
の光熱費高騰分に交付金を充当し、エアコン使
用を控える等、過度な節電による児童生徒の
学校生活への負担を防ぐことができた。
また、市内小中学校の光熱費負担が軽減さ
れ、市財政面において安定した学校運営に寄
与した。

◎ 教育総務課

8
タクシー事業者運行対策支援事
業

物価高騰等により経営環境が厳しさを増す市
内タクシー事業者に対し、運行継続に必要な経
費の一部を補助することにより、市民の生活に
不可欠な移動手段の確保及び地域経済の持
続可能性の確保を図る。

1,504,000 1,504,000 0 0 R7.9.16 R8.3.10

市内タクシー事業者に対し、令和8年3月に補
助金を交付した。
〇車両の購入・整備・維持に関する支援
728,000円
〇生産性向上に資する取組に関する支援
776,000円

市内タクシー事業者が実施する業務改善策・
運行継続のための経費に対し１件以上の支援
を行う。

市内タクシー事業者の運行継続のための経費
に支援を行うことができた。市民の生活に不可
欠な移動手段の確保及び地域経済の持続可
能性の確保に寄与した。
また、タクシー事業者が実施する業務改善策
に支援を行うことができた。人的作業に依存し
ていた一連のシステムに自動点呼機器を導入
し、長期的な生産性の向上に繋がった。

◎ 都市計画課

9
裾野市物価高対応子育て応援
手当給付事業

食料費等の物価高騰に直面する子育て世帯を
対象とし、国の施策である「物価高対応子育て
応援手当（20,000円）」に市独自に給付金を上
乗せ（10,000円）することで、子育て世帯の物価
高騰の負担を軽減することを目的とする。

73,450,000 73,450,000 0 0 R8.1.9 R8.4.15

R8.1.9　要綱の制定
R8.1.21　申請受付開始
R8.2.1　広報誌による周知
R8.2.20　支給対象者へ支給開始（1人10,000
円）
R8.4.15　申請受付期間の終了

物価高騰による負担の軽減に寄与する迅速な
給付を行うため、令和8年1月から事業設計を
開始し、令和8年2月中に対象世帯に対し児童
手当受給者1人当たり10,000円の給付を開始
する。

対象者に対して令和8年2月20日より支給を開
始し、令和8年3月中に7,139人、事業を通して
延べ7,345人に支給を行った。成果目標を達成
する迅速な支給を行うことができた。
国の施策（対象者1人あたり20,000円）と合わせ
て30,000円の支給となり、長引く物価高騰の影
響を受ける子育て世帯の負担軽減に寄与し
た。

◎ 子育て支援課

合計 464,330,114 462,467,283 0 1,862,831

使用期間を令和7年10月1日～令和7年12月15
日
、配布対象者を市内世帯主として、3,000円分
（500円×6枚）の燃料券・タクシー券（市内店舗
のみ使用可）を配布した。

配布対象21,923世帯の内、17,272世帯相当が
燃料券・タクシー券を利用し、（利用率78.78％）
一定程度の利用実績が得られた。市内店舗に
おいて51,817,000円が利用され、燃料価格の
高騰による負担軽減に寄与した。特に、移動や
燃料購入の負担が大きい山間地域の市民から
は感謝の声が複数寄せられた。
また、利用可能店舗を市内に限定することで、
市内における燃料購入の促進やタクシーの積
極利用に繋がり、市内燃料供給事業者やタク
シー事業者を支援することができた。
一方、利用率8割程度と一定程度の利用が
あったものの、成果目標とした利用率に到達し
なかった点は課題であり、より効果的な支援と
なる事業設計や周知方法等検討が必要であ
る。

幅広く市民に燃料費の負担軽減を実感してい
ただくため、燃料券利用率90％以上を目標とす
る。

商業観光政策課

高騰している燃料代の負担を軽減し、市内での
燃料購入を促進することで、市内燃料供給事
業者を支援する。また、燃料等を利用しない公
共交通等利用者等への支援とし、タクシー事業
者を支援する。

〇


